
（別記） 

令和４年度城南・富合地域農業再生協議会水田収益力強化ビジョン 

 

１ 地域の作物作付の現状、地域が抱える課題  

 城南・富合地域は全耕地面積（１６３８．２ha）に占める主食用米面積の割合が約５

３％で、転作作物に占める小麦・大豆・新規需要米の面積が多く、土地利用型作物の担い

手への集積が進みつつある。 

 また、高齢化により農家数の減少が進んでいるが、集落営農組織や営農法人・個人担い

手が受け皿となり現状は不作付地の増加には繋がっていない。しかし、近い将来必ずや問

題となることが懸念される為、集落営農組織の法人化ありきに捉われることなく、統合合

併等の様々な角度から議論を進めていく。 

 当地域では上記のように不作付地の解消に向かっているが、産地交付金を有効に活用し

ながら、より一層の作物生産の維持・拡大を図ることとする。特に、本地域における主要

な推進作物を小麦・大豆・新規需要米としながら、イチゴ・ミニトマト・メロン等施設園

芸野菜を推進することで、水田のフル活用と農業収益増加に取り組む。 

 

 

２ 高収益作物の導入や転作作物等の付加価値の向上等による収益力 
強化に向けた産地としての取組方針・目標 

１ 適地適作の推進 

 ・当地域では、施設園芸によるメロン・キュウリ・花類等の栽培が行われており、今後

も作付面積の維持・拡大を図る。 

 ・当地域には高台にある圃場も多く、将来を見据えて地域に適した転作作物を営農法人

と一丸となって協議していく。 

２ 収益性・付加価値向上への取り組み 

 ・高収益作物への計画的な転換を図るため、地域へ水田農業高収益化推進助成や水田リ

ノベーション助成の周知を行い、産地における水田農業の高収益化を推進する。 

３ 生産・流通コストの低減 

 ・麦・大豆・新規需要米においてブロックローテーション・大豆新規需要米団地化によ

る計画的な生産に取り組んでおり今後も作付面積の拡大を図る。 

 

 

３ 畑地化を含めた水田の有効利用に向けた産地としての取組方針・目標  

 ・令和４年度における水田活用直接支払交付金の見直し事項を踏まえ、施設園芸が行わ

れているような今後も水稲作に活用される見込みがない水田について、協議会としては

現地確認等の点検を強化し、畑地化の取組みについて周知していく。令和４年度は水稲

（水張り）を作付けしない状態が定着している水田の調査にも重点を置いて確認してい

く。 

・当地域では大豆・新規需要米において、集落内や法人内でのブロックローテーショ

ン・大豆新規需要米団地化に取り組んでいる。今後は、地域全体での取り組み面積が拡

大するように、他の地区の事例を踏まえながら集落営農単位でのブロックローテーショ

ン・大豆新規需要米団地化への協議の機会を増やしていく。 

 

 

 



４ 作物ごとの取組方針等  

（１）主食用米 

 令和４年度においては目標面積の８８６ha を基に、需要に応じた生産に取り組んでい

く。 

 

（２）非主食用米 

  ア 飼料用米 

     当地区での飼料用米は一般品種と多収性品種の作付けがあり、ＪＡや他の集荷

業者への販売用として生産を行っている。令和３年度においては約６３ha の作

付けが行われており、そのうち複数年契約が締結してある面積は約６０ha とな

っている。また、団地化の対象面積は約１２ha の実績となっている。飼料用米

は更なる需要が見込まれる作物と位置づけられていることから、令和４年度にお

いても産地交付金や県単事業を活用して更なる団地化面積の拡大を推進する。さ

らに、地域の酪農家と耕種農家との耕畜連携（資源循環）の取組みも産地交付金

を活用し推進する。 

 

  イ 米粉用米 

     当地区の米粉用米については、一部生産者で作付け（約８ha）が行われている

が、共同乾燥施設・販売先等の問題があり、地域や担い手にはこれらの問題が作

付面積拡大の妨げの一因となっている。 

     しかしながら、今後の需要増が見込まれる作物であり、作付けの取組を行う農

業者を支援するのは地域協議会の責務と考え、産地交付金を活用し支援を強化し

ていく。 

 

  ウ 新市場開拓用米 

     令和３年度令和４年度の作付け実績・予定共になし。 

 

  エ WCS 用稲 

     地域の実需者との契約を中心に生産が行われており、今後も増加していく見込

みとなっている。当面は専用品種の作付け推進を確実に進めていく。 

 

  オ 加工用米 

     令和３年度令和４年度の作付け実績・予定共になし。 

 

（３）麦、大豆、飼料作物 

   当地区では令和３年度において小麦約９０４ha・大豆約４３４ha が作付けされて 

  おり、排水対策徹底等の栽培管理のほか、適期播種・刈り取りの指導をＪＡを中心    

  に行っていく。 

   大豆については産地交付金の団地化や担い手加算を活用し、団地化面積の増加や担

い手への集約を支援する。また、今後の水田活用の直接支払交付金の状況を鑑み、地

域単位でのブロックローテーションへの取組みの支援を模索していく。 

   飼料作物については、基幹作・二毛作計約１０４ha の作付けがあり、産地交付金

を活用し地域の酪農家と耕種農家との資源循環（耕畜連携）の取組みを推進する。 

 

（４）そば、なたね 

   当地区では企業において自家利用分が作付けされている（約０．２ha 程度）。 

 



 

（５）高収益作物 

   メロン・キュウリ・トマト・ミニトマト・イチゴ・ナス・かぼちゃ・レンコン・ア

スパラガス・タマネギ・レイシ・宿根カスミソウ・菊等を地域を代表する振興品目と

して奨励する。 

   また、産地交付金を活用し、野菜ではイチゴ・メロン・トマト・ミニトマト・キュ

ウリ・アスパラガス・ナス・レイシ、花きではカスミソウ・トルコギキョウ等の施設

栽培を促進する。 

 

 

５ 作物ごとの作付予定面積等 ～ ８ 産地交付金の活用方法の明細  

別紙のとおり 
 

 



別紙

５　作物ごとの作付予定面積等
（単位：ha）

うち
二毛作

うち
二毛作

うち
二毛作

874.755 874 874

63.1023 63 63

8.4232 8 8

96.8109 96 96

904.531 888.726 905 890 906 891

434.183 484 484

104.134 81.2601 104 81 104 86

・子実用とうもろこし

0.352 0.176 0.35 0.17 0.35 0.17

0 0 1 0 2 0

・野菜 43.7281 43.7 43.7

・花き・花木 10.7798 10.7 10.7

・果樹 0.192 0.1 0.1

・その他の高収益作物

・その他作物 5.2971 5.29 5.29

1

その他

畑地化

大豆

飼料作物

そば

なたね

地力増進作物

高収益作物

麦

作物等
前年度作付面積等

当年度の
作付予定面積等

令和５年度の
作付目標面積等

主食用米

備蓄米

飼料用米

米粉用米

新市場開拓用米

WCS用稲

加工用米



６　課題解決に向けた取組及び目標

前年度（実績） 目標値

施設園芸地域 （5年度）

振興作物助成（基幹） 49ha

麦　888.7ha 麦　891ha

二毛作加算 大豆　0ha 大豆　1ha

（二毛作） 飼料作物　81.2ha 飼料作物　86ha

水田利用率 155.4% 158%

資源循環取組面積 40.2ha 50ha

資源循環・わら利用の取組 わら利用取組面積 30.4ha 41ha

（耕畜連携：基幹・二毛
作）

耕畜連携実施率 25.9% 35%

大豆団地化面積 401ha 408ha

大豆団地化加算 単収 112kg 170Kg

（基幹・二毛作） 一等級比率 6.40% 32%

新規需要米団地化加算 飼料用米団地化面積 12ha 21ha

米粉用米団地化面積 7.3ha 10ha

（基幹） 作業時間 5分/30a 4分/30a

担い手加算 大豆取組面積 433.5ha 440ha

麦取組面積 15.8ha 20ha

大豆生産コスト 26,000円/10a 23,000円/10a

（基幹） 麦生産コスト 30,000円/10a 27,000円/10a

地域振興作物助成

（基幹）

※　必要に応じて、面積に加え、取組によって得られるコスト低減効果等についても目標設定してください。
※　目標期間は３年以内としてください。

59ha 72ha

41.7ha

取組面積

大豆・麦

地域振興作物（野菜、花
き・花木、果樹、その他作

物）
作付面積7

6

整理
番号

対象作物 使途名

4

5

大豆

飼料用米・米粉用米

目標

1 施設園芸作物作付面積

2

3

施設園芸野菜、施設園芸花
き

麦・大豆・飼料作物

飼料用米・米粉用米・飼料
作物・ＷＣＳ用稲



７　産地交付金の活用方法の概要

都道府県名：熊本県

協議会名：城南・富合地域農業再生協議会

1 施設園芸地域振興作物助成（基幹） 1 3,500
施設園芸野菜、施設園芸花き

（別紙明細あり）
通常の肥培管理を実施し、出荷・販売を行っていること

2 二毛作加算（二毛作） 2 8,400 麦・大豆・飼料作物 生産性向上の為、排水対策を実施

3 資源循環・わら利用の取組（耕畜連携・基幹） 3 8,700 飼料用米・米粉用米・飼料作物・ＷＣＳ用稲 堆肥利用・わら利用

3 資源循環・わら利用の取組（耕畜連携・二毛作） 4 8,700 飼料用米・米粉用米・飼料作物・ＷＣＳ用稲 堆肥利用・わら利用

4 大豆団地化加算（基幹） 1 8,400 大豆 大豆作付に対して１ha以上の連坦団地を構成していること

4 大豆団地化加算（二毛作） 2 8,400 大豆 大豆作付に対して１ha以上の連坦団地を構成していること

5 新規需要米団地化加算（基幹） 1 8,400 飼料用米・米粉用米
新規需要米作付に対して２ha以上の連坦団地を構成してい
ること

6 担い手加算（基幹） 1 6,400 大豆・麦 対象は集落営農・認定農業者・認定新規就農者

7 地域振興作物助成（基幹） 1 2,900 地域振興作物（別紙明細あり） 通常の肥培管理を実施し、出荷・販売を行っていること

対象作物
※３

取組要件等
※４

整
理
番
号

使途
※１

作
期
等
※２

単価
（円/10a）

※１　二毛作及び耕畜連携を対象とする使途は、他の設定と分けて記入し、二毛作の場合は使途の名称に「○○○（二毛作）」、耕畜連携の場合は使途の名称に「○○○（耕畜連携）」と記入してくだ
さい。
　　　ただし、二毛作及び耕畜連携の支援の範囲は任意に設定することができるものとします。
　　　　なお、耕畜連携で二毛作も対象とする場合は、他の設定と分けて記入し、使途の名称に「○○○（耕畜連携・二毛作）」と記入してください。
※２　「作期等」は、基幹作を対象とする使途は「１」、二毛作を対象とする使途は「２」、耕畜連携で基幹作を対象とする使途は「３」、耕畜連携で二毛作を対象とする使途は「４」と記入してください。
※３　産地交付金の活用方法の明細（個票）の対象作物を記載して下さい。対象作物が複数ある場合には別紙を付すことも可能です。
※４　産地交付金の活用方法の明細（個票）の具体的要件のうち取組要件等を記載してください。取組要件が複数ある場合には、代表的な取組のみの記載でも構いません。


